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１ 総則 

  船橋市運動公園及び法典公園（以下「本施設」という。）の指定管理者が行う業務

の内容及びその範囲等は、この業務仕様書によるものとする。 

  この業務仕様書は、船橋市都市公園条例（以下「条例」という。）、船橋市都市公園

条例施行規則（以下「規則」という。）に定めるもののほか、指定管理者が行う業務

の詳細について指定管理者に要求する業務の水準を示すものである。 

  なお、業務を行うにあたっては、都市公園法、条例及び規則並びにその他関係法令

の規定を順守するものとする。 

 

２ 業務の対象となる施設の概要 

１ 船橋市運動公園 

所在地 船橋市夏見台 6丁目 4番 1号 

開設年月 昭和 40年 12 月 

敷地面積 193,641 ㎡ 

施設内容 
野球場、陸上競技場、庭球場、体育館、プール、弓道場、 

トレーニング室、自由運動広場、駐車場等 

 

２ 法典公園 

所在地 船橋市藤原 5丁目 9番 10 号 

開設年月 平成 12年 10 月 

敷地面積 56,678 ㎡ 

施設内容 
庭球場、球技場、集会室、レクリエーション室、多目的ホール、 

和室、多目的広場 駐車場等 

 ※施設の詳細については、「資料１ 施設概要」を確認すること。 

 

３ 管理基準 

１ 供用時間及び休園日 

（１）供用時間 

公園名 施設名 供用時間 

船橋市 

運動公園 

野球場、体育館、庭球場、

弓道場 

午前 9時から午後 9時まで 

陸上競技場、プール 午前 9時から午後 5時まで 

第１駐車場、第２駐車場 午前 8 時 30 分から午後 9 時 30 分ま

で 

第３駐車場 午前 8 時 30 分から午後 5 時 30 分ま

で 

その他 原則 24 時間開放 

法典公園 庭球場 午前 9時から午後 5時まで 
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球技場、集会所 午前 9時から午後 9時まで 

駐車場 午前 8 時 30 分から午後 9 時 30 分ま

で 

その他 原則 24 時間開放 

  ただし、現在以下のとおり供用時間を設定しており、本施設の運営にあたっては、

以下を基準に供用時間を定め市長の承認を得るものとする。 

 

※プールの供用期間は７月第３月曜日から９月第１日曜日までとする。 

（２）休園日 

公園名 施設名 休園日 

船橋市 

運動公園 

野球場、体育館、庭球場、

弓道場、陸上競技場、プー

ル、駐車場 

12 月 29 日から翌年 1月 3日まで 

法典公園 庭球場、球技場、集会所、

駐車場 

12 月 29 日から翌年 1月 3日まで 

 

２ 開園日、供用時間、休園日の変更等について 

  条例の規定により指定管理者は、必要があると認めるときは、地域住民の迷惑とな

る場合等を除き、市長の承認を得て供用開始時刻の繰り上げ、供用終了時刻の繰り下

げ、休園日等の変更等をすることができる。この場合、変更後の繰り上げ又は繰り下

げた時刻、休園日を規則で定めることとしており、規則の改正が必要となる。 

しかし、臨時の変更の場合には規則に定めることを必要としないため、指定管理者

は必要があると認めるときは、定められた様式により市長の承認を得ること。 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

管理事務所

A面

B面

C面

バドミントン面

卓球面

庭球場（A面～D面）

庭球場（E面）
7：00～
　17：00

野球場
9：00～
　21：00

ー ー ー
9：00～
　17：00

自由運動広場
6：30～
　16：30

陸上競技場
9：00～
　18：00

9：00～
　18：00

プール

弓道場

第一・第二駐車場

第三駐車場

庭球場（1～13面）
8：30～
　16：30

球技場

多目的広場 ー ー
9：00～
　17：00

集会所

駐車場

6：30～16：30 8：30～16：30

通年　9：00～21：00

9：00～19：00 9：00～17：00

ー 9：00　～　17：00 ー

施設名

体育館
通年　9：00～21：00

7：00～21：00 9：00～21：00

運動公園

駐車場
6：00～21：30 7：30～21：30

7：00～19：00 7：00～
17：00 9：00～17：00

6：00～17:30 7：30～17:30

7：00～21：00

6：30～18：30

通年9：00～21：00　（利用区分：午前　9：00～12：00　　午後　12：30～16：30　　夜　17：00～21：00）

通年　8：00～21：30

8:30～16:30

法典公園

8：30～18：30

9：00～17：00

通年　9：00～21：00
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なお、開園日、供用時間及び休園日を変更する場合は、利用者に十分な期間をおい

て周知するものとする。 

 

３ 本施設の利用について 

本施設は地方自治法第２４４条に定められた公の施設であり、条例上の規定に反し

ない限り市民等が公の施設を利用することを拒んではならない。 

また、市民等が公の施設を利用することについて不当な差別的取扱いをしてはなら

ないものとする。 

 

４ 施設運営に関する業務 

１ 職員の雇用に関すること 

（１）本施設を総括する責任者を 1人配置するとともに、公園毎に常勤の園長を配置す

ること。また、各施設における連絡系統に不備が生じないよう、勤務体制を整える

こと。 

   なお、職員配置にあたっては、本市が必要と考える職員の配置（下表）を参考と

すること。 

（表） 

種別 
1 週間当たり 

出勤日数 
勤務時間 

人数 

運動公園 法典公園 

統括管理者 5 7.75 1 

園長 5 7.75 １ 1 

常勤 5 7.75 3 - 

非常勤（日中） 
3 7.75 3 2 

3 7 5 7 

非常勤（夜間） 
4 4 4 - 

3 4 - 5 

臨時（プール） 5 6 3 - 

 

（２）業務を行う者は、その内容に応じ必要な知識及び技能を有するものとし、また、

法令等により業務を行う者の資格が定められている場合は、当該資格を有する者が

業務を行うこと。 

（３）職員に対して、施設の管理運営に必要な研修を実施すること。 

（４）運営体制は、正規職員・臨時職員にかかわらず労働時間や賃金及び福利厚生など

適正な雇用により人員を確保すること。 

（５）事業運営を円滑に図るため、安定的な人員体制を継続するものとし、安易な人件

費の抑制のみを追求するのではなく、公共性や公共サービスを十分に認識し、適正

な待遇の確保に努めること。また、職員名簿を市に提出することとし、変更がある

場合には、変更予定日と後任者氏名を事前に市に届け出ること。 
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２ 有料公園施設等の利用の許可に関すること 

（１）以下の施設利用については、本市の運営する生涯学習施設予約管理システムによ

る予約者に対し利用手続きを行うこと。なお、利用手続きに必要な様式等について

は、指定管理者の負担とする。 

○運動公園 

 野球場、体育館（専用利用に限る）、庭球場、自由運動広場 

○法典公園 

 庭球場、球技場、集会所、多目的広場 

 

（２）以下の施設利用については、利用料金の収受を行った時点で利用を許可したもの

とみなし、別途の利用手続きは原則として不要とする。 

○運動公園 

 体育館（個人利用に限る）、陸上競技場（個人利用に限る）、プール、 

弓道場（個人利用に限る）、駐車場 

○法典公園 

 駐車場 

 

３ 有料公園施設の利用料の収受等に関すること 

（１）条例第２４条に規定する利用料を収受すること。 

（２）条例第２６条第２項等に基づき利用料を減額又は免除すること。 

 

４ 自主事業に関すること 

  利用者の増加並びに利用者サービス及び満足度の向上を図るため、自主事業を計画

し実施すること。 

実施にあたっては、利用者のニーズを把握し目標を設定すること。また、施設の特

性を活かした事業となるよう努めるとともに、既存利用者にも配慮した計画とするこ

と。 

なお、少なくとも以下に掲げる事業については、指定管理者の自主事業として実施

されることを想定している。 

（１）運動公園プール開催時における売店・飲料等販売 

  運動公園のプール開催時においては、売店（管理棟屋上）にて食品、自動販売機（プ

ールサイド）にて飲料及び食品（アイス類）を提供すること。設置場所については現

在設置している自動販売機等を参考に市と協議すること。 
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（参考：売店及び自動販売機の想定位置図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※自動販売機は、赤太枠で囲われた箇所に設置すること。 

 

（２）自動販売機の設置 

  公園利用者の利便性向上を図るため自動販売機を設置すること。設置場所について

は、現在設置している自動販売機を参考に市と協議すること。また、できる限り災害

用ベンダー及びユニバーサルデザインの機種とすること。

自動販売機 

自動販売機 

売店 
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（参考：自動販売機の想定位置図） 

 

 

法典公園 

 

管理棟２階 

 

※自動販売機は、赤太枠で囲われた箇所に設置すること。 

運動公園 
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なお、売店施設等の公園施設の設置及び管理又は公園占用を行う場合には、別途本

市の許可を得る必要がある。 

 

５ 維持管理に関する業務 

  利用者が常に安全かつ良好な環境で本施設を利用できるよう、日常的に施設の点

検・清掃を行い、常に良好な状態を維持すること。 

また、施設を安全かつ安心して利用できるように施設の保全に努めるとともに、建

築物等の不具合を発見した際は、速やかにその改善が図られるよう適切に対処するこ

と。また、各業務の実施状況を適切に管理すること。 

 

１ 建築物・設備の保守点検業務 

  施設の機能を維持するとともに、施設利用者が快適に利用できる良好な環境を提供

することに配慮すること。業務に当たっては、法令等に基づき、安全に注意するとと

もに環境に配慮した保守管理を行うこと。 

業務名 運動公園 法典公園 

自家用電気工作物保安管理 ○ ○ 

消防用設備保守点検 ○ ○ 

プールろ過機保守点検 ○  

プールウォータースライド法定検査 ○  

流水プールポンプ点検業務 ○  

野球場スコアボード保守点検 ○  

自動ドア保守点検 〇 ○ 

エレベーター保守点検  ○ 

建築基準法第１２条定期調査 ○ ○ 

非常放送設備保守点検 ○ ○ 

非常用発電機負荷試験 ○  

空調機器保守点検 ○ ○ 

 

２ その他設備の保守点検業務 

各種設備が正常に機能するように保守点検を定期的に行うこと。 

業務名 運動公園 法典公園 

プール窓口発券システム保守 ○  

トレーニング機器保守 ○  

陸上競技場第２種公認機器保守点検 ○  

体育館得点表示システム保守点検 ○  

バスケットゴール保守点検 ○  
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３ 環境衛生管理業務 

関係法令等に基づき、建物内外を衛生的に保ち、利用者に対して常に快適な環境を

維持するため、必要な水質管理、清掃、測定等を行うこと。 

業務名 運動公園 法典公園 

浄化槽水質検査 ○ ○ 

浄化槽保守点検及び清掃 ○ ○ 

受水槽清掃 ○ ○ 

簡易専用水道水質検査 ○ ○ 

建物清掃 ○ ○ 

除草・清掃 ○ ○ 

砂場清掃 ○  

事業系一般廃棄物（可燃・資源ごみ）収集運搬業務 ○ ○ 

産業廃棄物収集運搬業務 ○ ○ 

塩素滅菌機保守点検 ○  

プール濾過機次亜塩素洗浄 ○  

 

４ 植栽管理、樹木剪定等業務 

  本施設の美化・美しい景観の維持、樹木の健全育成等を目的として、必要な植栽管

理、樹木管理等を行うこと。 

業務名 運動公園 法典公園 

植栽・樹木管理 ○ ○ 

 

５ 警備業務 

  本施設内の財産管理や利用者の安全確保のため、警備業務を行うこと。 

  なお、安全確保または管理運営に支障が出るおそれがある場合は、本仕様書の記載

の有無にかかわらず、安全確保または適切な管理運営を行うために必要な処置を講じ

なければならない。 

業務名 運動公園 法典公園 

機械警備業務 ○ ○ 

巡回施錠業務 ○  

 

６ 施設管理、整備業務 

  本施設の施設管理や、施設の価値を高め安全性の維持等を図るために整備業 

務を行うこと。 

業務名 運動公園 法典公園 

プール管理業務 ○  

体育施設管理業務 ○ ○ 

菖蒲の郷管理業務 ○  
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球技場人工芝整備  ○ 

弓道場安土整備 ○  

 

７ 駐車場等管理業務 

  駐車場及び駐輪場について、利用者が快適に利用できる良好な環境を維持するため、

適切な管理運営を行うこと。 

駐車場については、特に繁忙期においては多数の利用があり混雑が想定されること

から、誘導員等の配置により利用者が安全に利用できる環境を整えること。 

  詳細は「資料６ 駐車場管理運営に関する特記仕様書」を参照すること。 

 

８ 修繕業務 

施設、設備及び本市が貸与する物品の修繕に要する経費については、１件あたり３

０万円未満（見積金額であって消費税等を含む。）の場合にあっては指定管理者の負

担とする。１件とは、合理的な理由による修繕単位とする。修繕実施後の施設、設備

及び物品は本市に帰属するものとする。３０万円以上の修繕については、市が負担す

ることを原則とし、市との協議によって決定する。 

なお、１件あたり３０万円未満であっても本市が加入する全国市長会市民総合賠償

補償保険建物総合損害共済の適用となる場合は、本市が修繕料を負担することがある。 

 

９ 物品管理業務 

「資料７ 物品一覧表」に掲げる本施設の物品については、本市が指定管理者に無

償で貸与させるものとし、指定管理者は船橋市物品管理規則に準じて管理を行い、こ

れを使用すること。 

貸与した物品が経年劣化等により管理運営業務の実施の用に供することができな

くなった場合、性質又は形状を変えることなくおおむね３年以上の使用に耐える物で

買い替えに係る費用が 1 個あたり３万円（見積金額であって、消費税等を含む。）以

上の物品については、本市が予算の範囲内で必要に応じて購入する。また、３万円未

満の物品については指定管理者の負担において購入するものとし、その所有権は指定

管理者に帰属するものとする。 

指定管理者が管理運営を行う施設において指定管理者が必要と判断する物品を設

置・使用する場合は、あらかじめ本市と協議の上、自らの経費負担により、購入する

ことができる。この場合、当該物品の所有権は指定管理者に帰属するものとする。 

ただし、指定管理者の負担において購入し、所有権が指定管理者に帰属する物品に

ついても、本市と指定管理者での協議の上、本市又は本市が指定するものに引き継ぐ

ことができるものとする。 

 

10 運動公園トレーニング室内機器の設置 

  運動公園トレーニング室の機器については、指定管理者において機器の設置を図る
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こと。 

なお、設置する機器の種類及び配置については指定管理者の提案をもとに本市と協

議の上決定するものとするが、現在導入されている機器の種類を考慮した計画とする

こと。 

（参考：現在導入されている機器） 

 

 

11 法典公園多目的ホール空調設備賃貸借 

  法典公園管理棟多目的ホールの空調設備について、リースにより設備の提供を受け

ている。指定管理者において引続き同様の対応を行うこと。 

 

12 その他 

本仕様書に規定するもののほか、維持管理に関する業務にあたって対応が必要とな

った場合は、誠意をもって対応すること。 

 

６ サービスの提供・運営に関する業務 

１ 有料公園施設運営業務 

  本施設内の有料公園施設について、利用者の安全を確保するとともに、満足度を高

めるような運営を行うこと。 

 

２ 利用者調整会議の開催 

  本施設では利用者調整会議を１～２月頃に開催し、その調整結果に基づき次年度の

優先予約を可能としている。指定管理者は調整会議を主催し、調整を行うこと。 

  なお、生涯学習施設予約管理システムにて予約することのできる直営施設について

も、指定管理者にて調整を行うこと。 
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５ ホタル観賞会の開催 

  運動公園内の「ホタルの里」において、毎年５月下旬から６月上旬の約１週間ホタ

ルの観賞会を開催すること。開催に係る業務は概ね以下のとおりであるが、詳細につ

いては本市と協議の上実施すること。 

・鑑賞会の実施、事前周知 

・照明設置 

・来場者の安全確保（ホタルの里内誘導、第１駐車場内交通誘導） 等 

 

６ スポーツ用具等の貸出 

  本施設にて無料で貸出しているスポーツ用具等については、今後も継続して貸出を

行うこと。なお、貸出状況について台帳などを用いて記録し、指定期間中適切に保存

すること。 

 

７ 生涯学習施設予約管理システムの登録及び体育施設利用者カードの交付 

  生涯学習施設予約管理システムにより体育施設を利用しようとする者から登録等

について申請があった場合は、船橋市教育委員会体育施設利用者カードの交付に関す

る規則に基づき、内容を審査の上、生涯学習施設予約管理システムに登録し、船橋市

体育施設利用者カードの交付を行うこと。 

 

８ ホームページ等の広報業務 

ホームページ及び広報、掲示、配布等において、広報業務を行うこと。 

なお、指定管理者が行う業務の範囲内において、利用者への周知が必要であると考

えられる業務については、十分な期間を設けて周知を図るものとする。 

（１）ホームページ 

施設の利用案内、行事案内、施設ＰＲ、駐車場の利用状況、その他利用者への有用

な情報等について発信するため、ホームページを開設し、管理運営するものとする。

ホームページのデザインや掲載内容については、事前に本市と協議すること。 

なお、ホームページの管理運営に係る費用は指定管理者の負担とする。 

（２）その他 

利用方法の周知及び利用の促進等を図るため、本市の了承を得て、以下の例を参考

に積極的に媒体を作成し、配布を行うこと。 

①企画行事などの広報ふなばしへの掲載 

②施設案内リーフレットの作成・配布 

③各事業のチラシ、イベント情報紙等の作成・配布 

④事業報告書又は事業概要等、本施設の業務等を紹介する資料の作成・配布 
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９ フロン排出抑制法に基づく点検 

  本施設では、フロン排出抑制法に基づき３か月に１回以上「簡易点検」を行って

いる。また、出力が７．５ＫＷ以上の機器は、専門業者による「定期点検」を３年

に１回以上行う必要があるため、指定管理者においても引き続き実施すること。 

 

10 統計業務 

利用状況等の統計資料を作成すること。 

（１）本市が指定する項目の月次統計を作成し、本市へ報告すること。 

（２）その他、本市から要求があった場合は速やかに対応できるよう整備しておくこと。 

 

11 許認可・届出等 

本業務に必要な許認可、届出等については、指定管理者が行うものとする。ただし、

施設所有者が行う定めのあるものを除く。 

 

12 関係機関・団体等との連携・協力 

指定管理者は、本市及び各種関係機関との連携・協力を十分に図り、本施設運営の

サービス向上に努めること。 

 

７ 生涯学習施設予約管理システム管理業務 

１ 生涯学習施設予約管理システムの運用経費 

（１）生涯学習施設予約管理システム（以下「本システム」という。）の機器等は、本

市が指定管理者に無償で貸与する。 

（２）本システムの運用にあたって、指定管理者の責により、本市に損害を与えた場合

は、指定管理者がすべての責を負うものとする。 

 

２ 生涯学習施設予約管理システムの運用 

（１）指定管理者は、契約条項及び本市が別に定めるセキュリティ手順に基づき、責任

を持って適正に管理するとともに、本システムを常時正常に稼働できるよう、日常

点検等を実施すること。 

（２）障害発生時には、本施設の運営に支障がないよう速やかに本市に報告し、本市が

指定する運用保守委託業者への連絡や必要な対応を行うこと。対応の結果は本市へ

報告すること。 

（３）個人情報の保護については、「８ 管理運営体制 ３ 個人情報の取扱い、守秘

義務、秘密保持義務及び情報公開」に沿って、その管理を厳重にし、職員の教育及

び意識の周知徹底に努めること。 

（４）業務以外の目的による使用やデータ抽出を行わないこと。 

（５）貸与した機器以外の接続や他のシステムへの接続、ソフトウェアのインストール

を行わないこと。ただし、業務に必要な場合は、事前に本市の承認を得て行うこと

ができるものとする。 
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（６）本市からシステムに関する調査や確認の依頼があった際には協力すること。 

（７）令和９年度当初より、新たなシステムの運用開始が見込まれることから、令和８

年度から発生する新システムの導入対応に関する協力を行うこと。 

 

８ 管理運営体制 

１ 職員体制、職員の基準等 

  「４ 施設運営に関する業務 １ 職員の雇用に関すること」に記載のとおり、本

施設の管理運営を確実に行えるよう体制を整えること。 

 

２ 文書等の管理保管 

（１）業務の遂行にあたり作成又は収受した文書等をその他の業務文書等とは別に管理

し、適切に保存すること。 

（２）指定管理期間開始時に本市と指定管理者で締結する基本協定書等に定める期間に

おいては、指定管理期間終了後であっても業務に関する文書等を保存しなければな

らない。 

 

３ 個人情報の取扱い、守秘義務、秘密保持義務及び情報公開 

指定管理者は、個人情報の保護に関する法律に基づき、業務の遂行に伴う個人情報

について適切に取り扱うとともに、必要な措置を講じなければならず、業務上知り得

た情報を他人に漏らしたり、不当な目的に使用したりないこと。また、本施設の管理

に関し知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のために利用しないこと。指定管

理期間が終了した後も同様である。 

個人情報の保護に関する法律に基づき、指定管理者が施設の管理を行うにあたり保

有する情報の公開については、本市の指示に従い必要な措置を講じること。 

日常より個人情報保護の体制をとり、職員等に周知・徹底を図るとともに、個人情

報保護の意識を向上させるための研修を定期的に実施すること。 

 

４ 情報セキュリティの確保について 

個人情報を含む情報の取り扱いにおいて、情報セキュリティの重要性を認識し、情

報の漏えい、紛失、盗難、改ざんその他の事故等から保護するため情報セキュリティ

ポリシー等を定め適切な管理を行うこと 

 

５ 利用者等の要望・苦情対応 

指定管理者は利用者や近隣住民等から寄せられるさまざまな苦情や要望に十分応

えるため、マニュアルの整備や職員研修の実施等必要な体制を整えること。寄せられ

た要望や苦情に対して、指定管理者は施設の管理運営を行う者として誠意ある対応を

すること。 

また、対応にあたっては本市に報告するとともに、必要に応じて本市と協議するこ

と。 
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６ 本施設の運営に関する各会議への出席 

本施設の管理運営に係るものであって、本市が出席を求める会議に出席すること。 

 

９ その他管理運営業務に必要な業務 

１ 事故・災害等の対応 

（１）利用者が安心してサービスを受けられるよう、マニュアルの整備や職員研修の実

施など、事故や事件の未然防止及び、災害や感染症等への対応ができる体制を整え

ること。事故等が発生した場合には、迅速かつ適切に対応する体制を整えることと

し、指定管理者の責任において対応すること。また、対応にあたっては本市に報告

するとともに、必要に応じて本市と協議すること。 

（２）万が一事故等が発生した場合に対応できるよう、損害賠償保険等に加入すること。 

  加入保険の内容としては、本施設内における利用者の身体・財物に損害を与える事

故とし、この損害賠償に対応できるものとすること。 

（３）災害時の対応について訓練を実施すること。 

（４）利用者の急な傷病等に適切に対応できるよう体制の整備や研修の実施などを行い、

緊急時には適切に対応すること。 

（５）火災、犯罪、疾病等の防止に努めるとともに、発生時には的確に対応すること。 

（６）船橋市運動公園については、来園者の事故防止、犯罪の予防、適正な管理及び警

備等守衛業務の補助を目的として設置した保安カメラを必要に応じて活用し、事故

等の未然防止に努めること。なお、保安カメラの運用に関しては、「社会教育施設

等における防犯カメラ等の設置及び運用に関する要綱」を遵守すること。 

（７）本市が本施設に設置している自動体外式除細動器（ＡＥＤ）については、点検担

当者を配置し、日常点検を行うとともに、職員に救命講習を受講させるなど、適切

に使用できるように備えること。また、本市が指示するＡＥＤの管理にあたっての

留意事項を遵守するよう努めること。なお、ＡＥＤの設置、保守、点検、備品、消

耗品、撤去等、ＡＥＤに係る一切の費用は、本市の負担とする。 

（８）災害発生時には、避難所等の場として活用すること。 

（９）災害対策基本法及び船橋市地域防災計画に基づき、災害対策に係る連絡等を円滑

に行うため、本市が維持管理、保守点検をする無線設備の本施設への設置に協力す

ること。 

 

２ 環境への配慮 

（１）施設の管理を行うにあたっては、電気、ガス等のエネルギー使用量の削減、廃棄

物の抑制、環境負荷の低減に資する物品の調達、騒音・振動の防止等、環境への配

慮に努めること。 

（２）清掃等で発生した廃棄物は、分別収集を行ったうえ、廃棄物の処理及び清掃に関

する法律など関係諸規定に準じて適切に処理すること。また、資源廃棄物は、リサ

イクルを行い資源の再生化に努めること。 
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３ 帳簿の記帳 

本施設の管理運営に係る収入及び支出の状況について、適切に帳簿に記帳するとと

もに、当該収入及び支出に係る帳簿及び証拠書類については、指定期間中適切に保存

するものとする。 

また、これらの関係書類について、本市が閲覧を求めた場合はこれに応じること。 

 

４ 管理口座 

指定管理に係る収入及び経費は、団体自体の口座とは別の口座で管理すること。 

 

５ 公衆電話に関する業務 

電話使用料等の支払いや電話料の回収など、当該公衆電話に係るすべての管理を行

うこと。 

 

６ 監査等への協力 

指定管理者の行う公の施設の業務にかかる出納その他の事務の執行については、監

査委員の監査等の対象となる場合がある。その際、指定管理者は監査委員等に協力す

ること。 

 

７ その他 

本仕様書に規定するもののほか、管理運営にあたって対応が必要となった場合は、

誠意をもって対応すること。 

 

10 経費について 

１ 指定管理者の収入 

（１）事業収入 

利用料は、本市が条例で規定する範囲内で本市の承認を得て設定することができ、

指定管理者の収入とする。 

（２）自主事業収入 

プール売店、自動販売機の設置や、施設を有効利用した各種教室事業やイベント開

催等による自主事業収入は、指定管理者の収入とする。この際、これに伴う市有財産

使用料は免除とする。 

ただし、都市公園法第５条（公園管理者以外の者の公園施設の設置等）に該当する

事項については、本市の許可を得る必要がある。 

（３）指定管理委託料 

利用料金制度を導入することから、指定管理者への委託料の算定は、施設の管理運

営経費の合計額から指定管理者の収入（事業収入、自主事業収入等の合計）を差し引

いた額とする。 

なお、事業所税が課税される事業所においては、当公園に係る事業所税相当額を委
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託費に計上して支払うものとする。その際の上限額は、指定管理者が申請時に計上し

た事業所税相当額とする。 

ただし、実際の事業所税納付額が委託費に計上した事業所税相当額を下回ったとき

は、その差額については、速やかに精算するものとする。 

 

２ 指定管理者の支出する経費 

（１）人件費 

本施設で勤務する職員の給与、法定福利費等 

（２）管理費 

①事務費として消耗品費、通信運搬費、事務手数料等の経費 

②光熱水費、施設及び設備等の維持管理費等の経費 

（１件３０万円未満の小規模修繕は原則指定管理者が行うものとする） 

（３）事業費 

指定管理者の事業計画による経費 

（４）事業所税 

 

３ 決算報告 

会計年度終了後６０日以内に、事業の決算報告を行うこと。 

 

４ 経理規定 

指定管理者は経理規定を策定し、経理事務を行うこと。 

 

５ 立入検査について 

本市は必要に応じて、施設、物品、各種帳票の現地検査を行うこととする。 

 

11 業務報告 

業務に関して、本市がその実態を把握するために必要とする事項について、必要な報

告書等を提出すること。なお、本市に提出した報告書等は開示の対象となることがある。 

 

１ 事業計画書等の作成及び提出 

指定管理者は、毎年 3月末までに翌年度に予定する下記の事業計画書等を作成し本

市に提出すること。なお、当初に提案した事業計画に変更がある場合には、事前に本

市と協議すること。 

（１）事業計画書 

（２）収支計画書 

 

２ 事業報告書等の作成及び提出等 

指定管理者は、各種報告書を作成し本市へ提出すること。また、指定管理者は本市

が行う調査に協力すること。 
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（１）事業報告書 

指定管理者は、毎年度事業終了後６０日以内に、次の事項を記載した事業報告書を

本市へ提出すること。 

①本施設の管理の実施状況及び利用状況 

②本施設の管理に係る収支状況 

③その他の管理の実態を把握するため、本市が必要があると認める事項 

（２）実績報告書（月報） 

指定管理者は、毎月終了後翌月の２０日もしくは月末までに実績報告書を提出する

こと。 

（３）その他、本市が必要と認める報告書等を作成し、提出すること。 

 

３ 利用者の声の把握 

指定管理者は、利用者ニーズを把握するため、当該施設において提供されるサービ

スに関する利用者アンケートを年 1回以上実施すること。 

指定管理者はアンケート用紙を作成し、施設内に回収箱を設置するなどして回収す

る方法のほか、利用者に対する聞き取り調査などにより、利用者のニーズの把握に努

めること。 

アンケート結果は、管理運営に反映させるように努めるとともに、本市へ報告する

こと。 

 

４ モニタリングの実施 

指定管理者指定期間中における指定管理者による適切な管理運営を確保するため

のモニタリングを行ない、必要に応じて業務の改善指導、助言を行なうものとする。

また、評価結果については公表する。 

 

５ その他 

指定管理者は本市が指定管理者に行う調査や調査依頼等に協力すること。 

 

12 引き継ぎ業務 

１ 指定期間の前に行う業務 

指定期間開始前の令和８年１月から３月までの間に、現指定管理者から業務に関す

る引き継ぎを受けるものとする。 

引き継ぎにあたっては、現指定管理者と十分に協議を行い、引き継ぎ計画書を作成

し、本市に提出すること。 

現在、勤務している職員から継続雇用の希望があった場合には、継続雇用について

検討するよう配慮して下さい。 

なお、引き継ぎは令和８年４月から業務を行うこととなる職員に対し、実地にて実

施し、実施にあたっては、現指定管理者と協議の上で行うものとする。 
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２ 指定期間終了後の引き継ぎ業務 

指定期間が終了したとき、又は指定が取り消されたときは、原則速やかに施設を指

定期間開始前の状態に復するとともに、業務に関し次期指定管理者及び本市に引き継

ぎを行うものとする。ただし、指定管理者の負担において本施設の整備・改修等を行

った箇所については、本市と指定管理者での協議の上、指定期間開始前の状態に復さ

ないことについて本市の承認を得た場合はこの限りではない。また、指定管理者の負

担において購入し所有権が指定管理者に帰属する物品については、本市と指定管理者

での協議の上、本市または本市が指定するものに引き継ぐことができるものとする。 

業務の引き継ぎは、必要な資料等を引き継ぐとともに、引き継ぎ計画書を作成し、

次期指定管理者又は本市と十分な事務引き継ぎを行うこと。 

 

３ 引き継ぎに要する費用 

業務引き継ぎ等に要する費用は、すべて指定管理者に選定された法人等の負担とす

る。 

 

４ その他 

本仕様書に規定するもののほか、引継ぎ業務の内容及び処理について疑義が生じた

場合は、本市と協議の上決定するものとする。 


